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鶴
岡
市
議
会
９
月
定
例

会
は
、
８
月

日
か
ら
９

30

月

日
ま
で
開
会
さ
れ
ま

26
し
た
。

市
長
提
案
の
平
成

年
27

度
一
般
会
計
及
び
特
別
会

計
歳
入
歳
出
決
算
、
病
院

事
業
会
計
、
水
道
事
業
会

計
、
下
水
道
事
業
会
計
の

決
算
の
認
定
、
平
成

年
27

度
一
般
会
計
補
正
予
算
、

介
護
保
険
特
別
会
計
補
正

予
算
な
ど

議
案
が
認
定

15

・
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
市
議
団

は
、
一
般
会
計
決
算
及
び

介
護
保
険
・
後
期
高
齢
者

両
特
別
会
計
、
水
道
事
業

会
計
、
下
水
道
事
業
会
計

の
３
議
案
と
、
藤
島
く
り

く
り
保
育
園
の
指
定
管
理

（
民
間
委
託
）
に
反
対
し

ま
し
た
。

請
願
で
は
、
共
産
党
市

議
団
も
紹
介
議
員
に
な
っ

た
、
福
島
原
発
事
故
避
難

者
へ
の
住
宅
無
償
提
供
の

継
続
を
求
め
る
請
願
が
賛

成
多
数
で
採
択
さ
れ
、
関

係
省
庁
に
意
見
書
を
送
付

し
ま
し
た
。

「
介
護
保
険
制
度
改
正

に
向
け
た
検
討
」
に
自

公
系
会
派
が
反
対

議
員
発
議
の
意
見
書
で

は
、
共
産
党
市
議
団
が
提

案
し
た
「
子
ど
も
医
療
費

の
無
料
化
を
求
め
る
意
見

書
」
が
全
会
一
致
で
採
択

さ
れ
ま
し
た
が
、
「
介
護

保
険
の
次
期
制
度
改
正
に

向
け
た
検
討
に
つ
い
て
の

意
見
書
」
は
共
産
党
・
市

民
ク
ラ
ブ
・
無
所
属
議
員

が
賛
成
し
ま
し
た
が
、
新

政
ク
ラ
ブ
・
政
友
公
明
ク

ラ
ブ
の
反
対
で
不
採
択
と

さ
れ
ま
し
た
。

年
度
決
算
議
案
へ

27の
反
対
討
論
要
旨

行
財
政
改
革
の
推
進
に

よ
り
、
公
的
施
設
の
民
間

委
託
、
職
員
削
減
、
地
域

庁
舎
の
縮
小
、
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
廃
止
な
ど
が
行
わ

れ
、
人
口
減
少
と
地
域
の

衰
退
が
進
ん
だ
。
市
民
の

暮
ら
し
は
、
貧
困
と
格
差

が
拡
大
し
て
い
る
。
市
民

の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
施

策
に
も
っ
と
積
極
的
に
予

算
執
行
し
て
い
く
べ
き
。

小
学
校
統
廃
合
は
、
過

疎
地
域
の
人
口
流
出
と
出

生
数
激
減
、
地
域
格
差
を

拡
大
さ
せ
て
お
り
、
容
認

で
き
な
い
。

水
道
事
業
の
ア
ウ
ト
ソ

ー
シ
ン
グ
化
は
、
行
政
力

や
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下

が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら

認
め
ら
れ
な
い
。

下
水
道
事
業
は
、
市
民

の
負
担
減
の
た
め
に
、
全

国
最
高
水
準
に
あ
る
使
用

料
引
き
下
げ
の
検
討
こ
そ

が
必
要
で
あ
る
。
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2016年９月議会　賛否が分かれた議案　（○賛成　●反対）
日
本
共
産
党

市
議
団

市
民
ク
ラ
ブ

政
友
公
明　

　

ク

ラ

ブ

新
政
ク
ラ
ブ

無
所
属　
　

佐

藤

峯

男

無
所
属　
　

田

中
　

宏

27年度鶴岡市一般会計及び国民健

康保険、介護保険、後期高齢者医療
保険の３特別会計、水道及び下水道

の２事業会計決算の認定

● ○ ○ ○ ○ ○

介護保険次期制度改正で要支援１、

２について、生活援助の原則自己負
担や全てのサービスの市町村事業へ

の移行に慎重な検討を求める意見書

○ ○ ● ● ○ ○

藤島くりくり保育園の民営化 ● ○ ○ ○ ○ ○

福島原発事故避難者への住宅無償

提供の継続を求める請願
○ ○ ○ ○ ●※ ○

※請願採択に伴い議員発議された意見書議案には賛成（全会一致）

民営化が議決された藤島くりくり保育園
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問

８
月

～

日
の
大

22

23

雨
被
害
で
、
藤
島
地
域
で

床
上
・
床
下
浸
水
が
発
生

し
た
。
床
上
浸
水
し
た
場

合
の
住
居
復
旧
支
援
の
対

策
は
あ
る
か
。

市
長

災
害
発
生
時
で
住

居
に
浸
水
し
た
場
合
は
、

３
日
以
内
に
消
毒
を
実
施

し
て
い
る
。

廃
棄
物
処
理
で
は
、
災

害
時
の
応
援
協
定
を
結
ん

で
い
る
企
業
に
よ
り
対
応

を
迅
速
に
進
め
て
い
る
。

被
災
者
の
生
活
相
談
に

つ
い
て
は
、
罹
災
証
明
の

発
行
や
租
税
の
特
別
措
置

な
ど
各
課
が
連
携
し
て
対

応
し
て
い
く
。

問

年
度
は
国
保
税
が

28

・

％
も
の
大
増
税
が

19

38

強
行
さ
れ
、
国
保
会
計
は

赤
字
か
ら
２
億
円
の
黒
字

に
転
換
す
る
見
通
し
だ
。

国
保
加
入
者
の
生
活
実

態
を
直
視
し
、
減
税
す
べ

き
で
は
な
い
か
。

市
長

減
税
に
つ
い
て

は
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰

入
れ
を

年
度
は
約
６
億

27

７
千
万
円
、
加
え
て
国
保

事
務
の
人
件
費
も
一
般
会

計
で
担
当
し
て
お
り
、
こ

れ
以
上
の
繰
入
れ
は
国
基

準
外
と
な
り
国
の
財
源
措

置
も
失
う
こ
と
か
ら
、
こ

れ
以
上
の
繰
り
入
れ
を
行

う
考
え
は
な
い
。

問

介
護
で
は
、
「
要
支

援
１
、
２
」
の
ヘ
ル
パ
ー

・
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
の
保
険

給
付
外
し
、
特
養
入
所
を

「
要
介
護
３
」
以
上
に
限

定
。
給
付
か
ら
外
さ
れ
た

も
の
は
、
市
町
村
が
実
施

す
る
新
総
合
事
業
が
来
年

度
か
ら
実
施
さ
れ
る
。

「
住
民
主
体
の
支
援
サ

ー
ビ
ス
」
や
、
一
般
介
護

予
防
事
業
の
詳
細
は
。

市
長

「
住
民
主
体
の
支

援
サ
ー
ビ
ス
」
は
、
参
加

者

人
の
う
ち
要
支
援
者

10
や
生
活
機
能
の
低
下
し
た

人
が
半
数
を
占
め
れ
ば
よ

い
と
し
、
参
加
者
の
選
択

が
狭
め
な
い
よ
う
週
３
回

を
下
回
ら
な
い
と
し
た
。

一
般
介
護
予
防
事
業
は

要
介
護
や
要
支
援
の
有
無

に
関
わ
ら
ず
誰
で
も
参
加

で
き
る
も
の
。
メ
ニ
ュ
ー

や
基
準
を
検
討
中
で
、
詳

細
は
も
う
し
ば
ら
く
時
間

を
い
た
だ
き
た
い
。

問

慶
應
先
端
研
に
対
す

る
支
援
は
通
常
の
自
治
体

支
援
の
枠
に
戻
し
、
特
別

の
補
助
金
に
つ
い
て
は
見

直
す
べ
き
で
は
。

市
長

現
在
は
支
援
を
見

直
す
段
階
で
は
な
く
、
む

し
ろ
よ
り
高
度
な
研
究
活

動
が
展
開
さ
れ
る
よ
う
強

く
支
援
を
継
続
し
て
い
く

べ
き
と
認
識
し
て
い
る
。

問

本
市
の
就
学
援
助
に

含
ま
れ
て
い
な
い
、
ク
ラ

ブ
活
動
費
・
生
徒
会
費
・

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費
は
課
題
と
考

え
て
い
な
い
の
か
。

教
育
委
事
務
局
参
事

教

育
の
機
会
均
等
を
実
現
す

る
上
で
、
こ
れ
ら
の
追
加

が
必
要
と
の
認
識
か
ら
、

調
査
検
討
を
進
め
て
参
り

た
い
。

問

市
で
は
、
新
１
年
生

が
就
学
援
助
に
該
当
し
た

と
き
、
新
入
学
用
品
費
を

７
月
に
支
給
し
て
い
る
。

入
学
前
の
３
月
に
支
給
が

で
き
な
い
か
。

教
育
委
事
務
局
参
事

市

の
要
綱
で
対
象
者
を
「
現

に
在
学
し
て
い
る
児
童
及

び
生
徒
の
保
護
者
」
と
規

定
、
受
付
や
支
給
に
向
け

て
の
事
務
も
新
年
度
と
な

っ
て
い
る
。
３
月
中
の
支

給
に
向
け
て
具
体
的
な
手

立
て
に
つ
い
て
検
討
を
進

め
て
参
り
た
い
。

問

保
育
施
設
等
の
実
費

徴
収
の
補
足
給
付
事
業

は
、
支
給
要
綱
で
支
給
対

象
者
を
生
活
保
護
世
帯
な

ど
の
他
に
「
市
長
が
こ
れ

ら
に
準
じ
る
と
認
め
る
も

の
」
と
定
め
て
い
る
。

こ
れ
を
活
か
し
、
支
援

対
象
者
を
広
げ
る
べ
き
。

健
康
福
祉
部
長

こ
の
規

定
は
生
活
保
護
に
該
当
す

る
ほ
ど
困
窮
し
て
い
る
も

の
の
何
ら
か
の
事
情
で
受

給
し
て
い
な
い
世
帯
や
、

災
害
等
で
突
発
的
に
生
活

困
窮
に
陥
っ
た
世
帯
を
想

定
し
て
お
り
、
今
後
も
こ

の
解
釈
を
基
本
に
制
度
運

用
を
し
て
ゆ
く
。

問

「
ち
わ
ら
住
宅
」
は
、

共
益
面
積
が
広
い
と
の
理

由
で
共
益
費
の
負
担
感
が

あ
る
と
言
わ
れ
て
い
る
。

共
益
費
の
負
担
軽
減
に

市
が
支
援
で
き
る
こ
と
は

な
い
の
か
。

建
設
部
長

供
用
当
初
の

入
居
世
帯
が
少
な
く
、
エ

レ
ベ
ー
タ
ー
を
運
転
す
る

電
気
料
金
が
あ
り
、
高
め

に
な
っ
て
い
る
。

一
般
的
に
給
水
設
備
や

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
点
検
整

備
等
に
つ
い
て
共
益
費
の

対
象
と
な
っ
て
い
る
が
、

市
営
住
宅
で
は
公
営
住
宅

の
趣
旨
に
従
い
市
が
負
担

し
て
い
る
。

問

市
営
住
宅
退
去
時
の

原
状
復
帰
に
つ
い
て
、
普

通
の
生
活
で
発
生
す
る
損

耗
は
、
家
主
で
あ
る
市
が

負
担
す
べ
き
で
な
い
か
。

建
設
部
長

民
間
と
は
違

い
、
公
営
住
宅
の
家
賃
に

は
原
状
回
復
費
用
を
含
ん

で
お
ら
ず
、
入
居
期
間
に

生
じ
た
損
耗
等
は
入
居
者

の
負
担
と
し
て
い
る
。

総
括
質
問

大
雨
被
害
の
復
旧
支
援
策
は

黒
字
の
国
保
税
は
減
税
す
べ
き

加藤鉱一議員

菅井 巌議員

一
般
質
問

子
ど
も
の
貧
困
対
策
拡
充
を

市
営
住
宅
入
居
者
の
負
担
軽
減
を
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問

ア
マ
ゾ
ン
民
族
館
が

閉
館
し
て
間
も
な
く
３

年
。
ア
マ
ゾ
ン
資
料
は
本

市
在
住
の
山
口
良
彦
氏
が

年
に
わ
た
っ
て
研
究
・

10収
集
し
た
も
の
で
、
世
界

有
数
の
も
の
と
評
さ
れ
て

い
る
。

現
在
、
３
万
点
に
及
ぶ

貴
重
な
資
料
の
引
き
受
け

先
は
決
ま
っ
て
お
ら
ず
、

出
羽
庄
内
国
際
村
内
の
専

用
収
蔵
庫
に
保
管
さ
れ
た

ま
ま
に
な
っ
て
い
る
。

引
き
受
け
先
が
決
ま
ら

な
い
場
合
は
収
蔵
期
限
を

延
長
し
引
き
受
け
先
が
決

ま
る
ま
で
支
援
す
る
べ
き

で
は
な
い
か
。

市
が
譲
渡
を
受
け
活
用

す
る
べ
き
と
思
う
が
。

企
画
部
長

こ
れ
ま
で

「
一
体
で
の
譲
渡
」
「
有

償
に
よ
る
譲
渡
」
「
学
術

目
的
で
の
譲
渡
」
の
３
つ

の
条
件
で
引
き
受
け
先
を

検
討
し
て
き
た
が
現
在
は

ま
だ
決
ま
っ
て
い
な
い
。

市
と
し
て
一
つ
の
区
切

り
と
す
る
意
向
を
示
し
、

所
有
者
の
山
口
氏
と
相
談

し
な
が
ら
側
面
的
に
支
援

し
て
い
き
た
い
。

ま
た
、
市
の
活
用
に
つ

い
て
は
、
研
究
体
制
の
整

っ
た
機
関
で
学
術
的
に
深

め
ら
れ
て
い
く
こ
と
が
望

ま
し
い
と
考
え
、
活
用
は

難
し
い
。

問

ご
み
の
最
終
処
分
場

建
設
は
、
予
定
候
補
地
と

な
っ
て
い
る
大
荒
地
区
の

住
民
が
反
対
し
て
い
る
。

住
民
合
意
が
得
ら
れ
な

い
以
上
、
別
の
候
補
地
も

検
討
に
入
る
べ
き
だ
。

市
民
部
長

大
荒
地
区
が

最
良
と
考
え
て
お
り
、
地

元
の
理
解
を
得
る
た
め
に

現
在
稼
働
し
て
い
る
ご
み

焼
却
施
設
と
最
終
処
分
場

の
見
学
会
を
実
施
し
た
。

地
区
住
民
と
の
話
し
合

い
の
機
会
を
設
け
丁
寧
に

説
明
し
な
が
ら
、
今
年
度

中
に
測
量
・
地
質
・
生
活

環
境
影
響
調
査
、
施
設
整

備
基
本
設
計
等
の
事
業
に

着
手
し
た
い
。

問

大
荒
自
治
会
で
は
、

今
年
３
月
の
総
会
で
「
地

元
住
民
の
意
見
が
ま
と
ま

ら
ず
取
り
上
げ
る
こ
と
が

出
来
な
い
」
と
報
告
さ
れ

了
承
さ
れ
て
い
る
。

地
元
合
意
は
無
理
で
は

な
い
か
。

市
民
部
長

自
治
会
と
し

て
最
終
処
分
場
の
建
設
に

対
し
て
結
論
を
出
し
た
も

の
で
は
な
く
、
住
民
の
意

見
が
ま
と
ま
ら
な
い
た

め
、
自
治
会
と
し
て
協
議

題
と
し
て
取
り
上
げ
る
段

階
に
は
な
い
、
と
の
結
論

と
理
解
し
て
い
る
。

問

藤
島
こ
り
す
保
育
園

は
今
年
度
民
営
化
さ
れ
、

保
護
者
の
要
求
に
応
え
て

市
職
員
４
人
が
出
向
し
て

い
る
。来
年
度
の
継
続
は
。

健
康
福
祉
部
長

法
人
に

臨
時
職
員
の
継
続
雇
用
を

お
願
い
し
、
９
人
が
継
続

採
用
さ
れ
て
い
る
。

派
遣
の
継
続
は
必
要
な

い
と
考
え
て
い
る
。

問

子
ど
も
・
子
育
て
新

制
度
で
保
育
に
係
る
費
用

は
公
定
価
格
制
度
が
つ
く

ら
れ
た
。
民
間
の
保
育
士

の
給
与
の
実
態
は
。

健
康
福
祉
部
長

厚
労
省

の
統
計
調
査
に
よ
る
と
、

平
成

年
度
で
男
女
合
計

26

の
全
職
種
の
平
均
と

万
10

円
以
上
の
開
き
が
あ
る
。

公
定
価
格
に
処
遇
改
善

加
算
や
賃
金
改
善
要
求
分

を
加
算
し
、
改
善
に
努
め

て
い
る
。

問

民
営
化
に
よ
る
保
育

士
の
非
正
規
、
パ
ー
ト
の

増
大
は
な
い
か
。

健
康
福
祉
部
長

民
営
化

の
際
は
申
請
時
に
現
在
の

正
職
員
数
を
提
示
し
雇
用

の
確
保
を
条
件
と
し
て
い

る
。
非
正
規
・
パ
ー
ト
が

増
加
す
る
状
況
は
な
い
と

認
識
し
て
い
る
。

問

国
の
基
準
で
は
経
験

年
数
に
よ
る
賃
金
は

年
11

経
っ
た
ら
頭
打
ち
に
な
っ

て
い
る
。
こ
れ
で
は
早
期

退
職
を
前
提
と
す
る
賃
金

設
定
で
は
な
い
か
。

健
康
福
祉
部
長

民
間
施

設
給
与
等
改
善
費
と
上
限

年
で
同
じ
に
な
っ
て
い

11る
が
、
新
制
度
で
は
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
に
よ
る
加
算

が
追
加
さ
れ
て
い
る
。

今
年
度
か
ら
チ
ー
ム
保

育
体
制
の
整
備
に
よ
り
長

期
間
勤
務
を
支
援
す
る
た

め
の
加
算
を
新
設
す
る
と

し
て
い
る
。

問

藤
島
く
り
く
り
保
育

園
は
０
歳
児
か
ら
２
歳
児

を
扱
い
、
発
達
面
や
衛
生

面
、
命
の
安
全
な
ど
、
よ

り
他
園
以
上
の
重
視
が
必

要
だ
が
、
民
営
化
に
よ
る

配
慮
は
あ
る
か
。

健
康
福
祉
部
長

年
度

29

は
法
人
職
員
が
出
向
し
、

１
年
間
の
研
修
を
予
定
し

て
お
り
、
十
分
に
時
間
を

か
け
て
引
継
ぎ
を
お
こ
な

っ
て
い
く
。

問

社
会
福
祉
施
設
最
低

基
準
で
は
、
保
育
士
１
人

で
は
０
歳
児
は
３
人
ま

で
、
１
・
２
歳
児
は
６
人

ま
で
と
な
っ
て
い
る
が
、

現
場
で
は
足
り
な
い
。
加

配
が
必
要
で
は
。

健
康
福
祉
部
長

障
害
の

あ
る
子
の
加
配
な
ど
あ
る

が
、
基
準
と
実
態
に
基
づ

き
対
応
し
て
い
き
た
い
。

加藤太一議員

加藤鉱一議員

一
般
質
問

ア
マ
ゾ
ン
資
料
、
市
で
活
用
を

ご
み
最
終
処
分
場
、
地
元
合
意
は
無
理

一
般
質
問

藤
島
く
り
く
り
保
育
園
民
営
化

で
配
慮
は



- 4 -

鶴
岡
市
の
平
成

年
度

27

決
算
は
、
統
計
上
比
較
可

能
な
「
普
通
会
計
」
（
公

営
事
業
会
計
を
除
き
、
各

会
計
間
の
重
複
部
分
を
控

除
）
で
み
る
と
、
歳
入
総

額
が
７
０
５
億
３
３
３
７

万
円
、
歳
出
総
額
が
６
５

８
億
３
１
４
１
万
円
で
、

前
年
度
と
の
比
較
で
は
歳

入
が
１
億
５
７
９
０
万
円

の
減
、
歳
出
が
７
億
６
５

１
６
万
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

実
質
収
支
は

億
１
３

46

７
７
万
円
の
黒
字
で
、
こ

れ
か
ら
前
年
度
の
実
質
収

支
を
差
し
引
い
た
単
年
度

収
支
は
７
億
０
７
２
２
万

円
の
黒
字
、
こ
れ
に
財
政

調
整
基
金
の
積
立
金
２
４

５
２
万
円
や
市
債
の
繰
上

償
還
９
億
４
１
１
０
万
円

を
加
え
た
実
質
単
年
度
収

支
は

億
７
２
８
４
万
円

16

の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

前
年
度
の
実
質
単
年
度

収
支

億
２
２
７
５
万
円

10

か
ら
６
億
５
０
０
９
万
円

増
え
、
黒
字
が
増
加
し
て

い
ま
す
。

地
価
下
落
の
影
響
で
市

税
収
入
減
少

歳
入
で
市
税
は
３
億
４

７
８
９
万
円
（
２
・
４
％
）

減
少
し
１
４
３
億
０
３
６

４
万
円
で
す
。

う
ち
個
人
市
民
税
は
２

０
２
３
万
円
（
０
・
４
％
）

の
増
で

億
６
１
９
７
万

49

円
、
法
人
市
民
税
は
４
４

４
４
万
円
（
４
・
４
％
）

の
増
で

億
５
１
０
９
万

10

円
と
な
り
ま
し
た
。

一
方
、
固
定
資
産
税
は

評
価
替
え
に
よ
る
地
価
下

落
の
影
響
な
ど
か
ら
、
３

億
６
７
９
７
万
円
（
５
・

６
％
）
減
の

億
８
３
７

61

５
万
円
、
都
市
計
画
税
も

２
２
１
９
万
円
（
２
・
７

％
）
減
の
７
億
９
５
１
８

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
交
付
税
は
３
億
３

４
５
５
万
円
（
１
・
４
％
）

減
の
２
３
１
億
３
８
０
２

万
円
で
、
減
少
の
要
因
は

地
方
消
費
税
交
付
金
が
９

億
６
０
８
５
万
円
（

・
63

１
％
）
増
の

億
８
３
４

24

１
万
円
と
大
幅
増
に
な
っ

た
こ
と
等
に
よ
り
ま
す
。

地
方
債
残
高

億
円

23

減
少財

政
指
標
の
数
値
で

は
、
余
裕
資
金
な
ど
弾
力

性
を
示
す
経
常
収
支
比
率

が

・
３
％
か
ら

・
７

90

89

％
に
改
善
さ
れ
て
い
ま

す
。地

方
債
現
在
高
は

億
23

３
１
０
万
円
減
少
し
７
３

１
億
４
２
０
５
万
円
と
な

り
、
繰
上
償
還
が
反
映
し

て
い
ま
す
。

実
質
公
債
費
比
率
は
前

年
度
同
様
の
５
・
８
％
、

将
来
負
担
比
率
は

・
３

65

％
か
ら

・
５
％
に
改
善

61

し
て
い
ま
す
。

積
立
金
は
１
５
６
億
６

４
６
７
万
円
と
な
り
、
合

併
時
の
約

億
円
か
ら
３

50

・

倍
に
膨
ら
ん
で
い
ま

12
す
。

財
政
力
は
類
似
団
体

で
最
下
位
水
準

年
度
決
算
は
「
良
好

27
な
状
況
」
（
市
長
説
明
）

と
述
べ
る
一
方
で
、
財
政

力
指
数
（
３
カ
年
平
均
）

は
０
・
４
１
７
で
０
・
０

０
１
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て

い
ま
す
。

鶴
岡
市
は
類
似
団
体

（
Ⅲ
・
Ⅰ
）

自
治
体
の

87

う
ち

番
目
と
最
下
位
水

86

準
で
、
市
民
税
や
固
定
資

産
税
の
水
準
の
低
さ
な
ど

か
ら
地
域
経
済
と
市
民
生

活
の
貧
し
さ
が
表
れ
て
い

ま
す
。

住
民
サ
ー
ビ
ス
削
減
し

積
立
金
増
や
す

行
財
政
改
革
は
旧
町
村

の
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
削
減

や
廃
止
、
保
育
園
や
給
食

の
民
営
化
な
ど
で
職
員
の

削
減
を
進
め
、
市
の
内
部

留
保
で
あ
る
積
立
金
を
増

や
し
て
き
ま
し
た
。

市
職
員
数
は
病
院
を
除

き
、
合
併
時
の
１
６
４
７

人
か
ら

年
当
初
の
１
２

28

９
７
人
へ
３
５
０
人
も
減

少
し
、
旧
町
村
の
人
口
減

少
と
衰
退
に
影
響
を
与
え

て
き
ま
し
た
。

鶴
岡
市
政
は
、
自
治
体

リ
ス
ト
ラ
に
よ
る
貧
困
の

連
鎖
か
ら
、
い
か
に
脱
却

す
る
か
が
大
き
な
課
題
で

す
。

実
質
単
年
度
収
支

億
７
千
万
円
黒
字

16

前
年
比
６
億
「
自
治
体
リ
ス
ト
ラ
」
か
ら
脱
却
を

５
千
万
円
増

鶴岡市　平成27年度決算状況　（千円、％）

平成27年度 平成26年度 増　　減

普通会計 歳入総額 70,533,373 70,691,275 ▲157,902 ▲0.2%

普通会計 歳出総額 65,831,411 66,596,571 ▲765,160 ▲1.1%

実質収支 4,613,774 3,906,551 707,223 18.1%

実質単年度収支 1,672,849 1,022,759 650,090 63.6%

市税 14,303,643 14,651,534 ▲347,891 ▲2.4%

　個人市民税 4,961,975 4,941,738 20,237 0.4%

　法人市民税 1,051,093 1,006,648 44,445 4.4%

　固定資産税 6,183,756 6,551,733 ▲367,977 ▲5.6%

　都市計画税 795,181 817,375 ▲22,194 ▲2.7%

地方消費税交付金 2,483,416 1,522,557 960,859 63.1%

地方交付税 23,138,022 23,472,578 ▲334,556 ▲1.4%

地方債現在高 73,142,056 75,515,165 ▲2,373,109 ▲3.1%

積立金現在高 15,664,672 14,996,195 668,477 4.5%

経常収支比率 89.7 90.3 ▲0.6

実質公債費比率 8.5 8.5 0.0

将来負担比率 61.5 65.3 ▲3.8

財政力指数(3カ年平均) 0.417 0.418 ▲0.001


